大阪府がん対策推進委員会制定に伴う子宮がん部会移行調整会議
日時 : 平成2３年６月２７日（月）　１８：３０～１９：３０

場所 : 大阪がん予防検診センター　５階集団指導室

＜出席者＞

梅咲部会長、植田委員、齋田委員、斉藤委員、塩見委員、福島委員
＜事務局＞

大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課

課長　永井信彦、課長補佐　森元一徳、主査　梅原礼子、技師　中島有紀、

主事　比嘉　知香

大阪府立成人病センター疫学予防課
課長　中山　富雄

財団法人大阪府保健医療財団大阪がん予防検診センター
調査室室長　神藤　久壽美、技師　松本　雅子、技師　山下　賀恵子
＜議事次第＞

１　開会挨拶


２　議　事

(1) 大阪府がん対策推進委員会子宮がん部会の発足について

(2) 今後の子宮がん部会の取り組みについて
(3) その他
＜内容＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〇：委員、●：事務局）
１　開会
●事務局（梅原）　それでは定刻となりましたので、ただ今より「大阪府がん対策推進委員会制定に伴う子宮がん部会」を開催いたします。委員の皆さま方におかれましては、お忙しい中お集まりいただきありがとうございます。私は本日の司会を務めさせていただきます、大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課の梅原でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

　まず、開会に当たりまして、大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課長の永井よりごあいさつさせていただきます。

●事務局（永井）　どうもお忙しいところお集まりいただきありがとうございます。
　日ごろは健康づくり課の業務につきまして、ご協力いただいておりますことを感謝申し上げます。

　ところで、この４月からすでにご存じのことと思いますが、大阪府がん対策推進条例が施行になりまして、それに伴い知事の諮問機関として、大阪府がん対策推進委員会を設置することになりました。そして、その委員会を運営するために、その下に１２の部会を置くということになりました。この部会はこれまで大阪府の生活習慣病検診協議会の子宮がん部会でありましたが、今後、新たながん対策推進委員会の方向での１つの子宮がん部会として、今後いろいろと議論いただくことになってまいります。

　それで、今回は大阪府のがん対策推進委員会子宮がん部会の発足に伴いまして、新しい委員をどのようにするか、あるいは今後の子宮がん部会の取り組みについて、ご議論いただきたいと思っております。本日は短い時間ですが忌憚（きたん）のないご意見をいただければと思っております。どうかよろしくお願いいたします。

●事務局（梅原）　それでは、本日ご出席の皆さまをご紹介させていただきます。

　大阪がん予防検診センター婦人科検診部長　植田委員でございます。

　和泉市立病院名誉院長　梅咲委員でございます。

　大阪府医師会理事　齋田委員でございます。

　関西医科大学産婦人科講師　斉藤委員でございます。

　大阪府医師会保健医療センター細胞検査技師長　塩見委員でございます。

　大阪府岸和田保健所長　福島委員でございます。

　以上、ご出席の委員でございます。なお、大阪市立大学医学部大学院医学研究科長兼医学部長の石河委員につきましては、本日ご都合によりご欠席のご連絡をいただいております。

　それでは、配布資料の確認をさせていただきます。
　まず、はじめに大阪府がん対策推進委員会制定に伴う子宮がん部会次第と配席図
　参考資料１　大阪府がん対策推進条例
　資料２　大阪府がん対策推進委員会設置要綱
　資料３　大阪府がん対策関係協議会等見直し
　以上でございますが、資料の不足等はございませんでしょうか。

　続きまして、議事に入らせていただく前に、先ほど課長の話にもございましたが、大阪府がん対策推進委員会子宮がん部会の設置につきまして、簡単にご説明させていただきます。委員の先生方におかれましてはすでにご承知のことと存じますが、去る４月２６日に開催されました「大阪府がん対策推進計画協議会等合同会議」の場において、大阪府がん対策推進委員会設置要綱が制定され、それに伴い大阪府がん対策推進委員会の下部組織として、子宮がん部会設置となりました。

　本日は、生活習慣病検診協議会子宮がん部会委員の皆さまにお集まりいただいておりますが、新委員の選出につきましてご審議をよろしくお願いいたします。それでは、ここからの議事進行を、部会長の梅咲先生にお願いしたいと存じます。梅咲先生、どうぞよろしくお願いいたします。
(1) 大阪府がん対策推進委員会子宮がん部会の発足について
○梅咲部会長　梅咲でございます。それでははじめでありますので、議事を進行させていただきたいと思います。先ほど事務局からのお話にもありましたように、今年の４月から去年の生活習慣病検診協議会子宮がん部会とは異なりまして、新しい制度の下で大阪府がん対策推進委員会子宮がん部会が出来上がりました。そのようなことから今回まず新しい大阪府がん対昨推進委員会子宮がん部会の委員の選任ですが、委員の委嘱状の再考が

必要になりますので、まず、この審議をしていただきたいと思います。

　特に就任以来２年経過して、委員の先生方の所属等の変更もございまして、本日の会議、この場で新しい委員について審議をさせていただきたいと思います。
　特にご意見がなければ、私といたしましては２年前の生活習慣病検診協議会子宮がん部会の委員会の委員の先生方に、新しい制度でもそのまま続けていただきたいと思っておりますが、皆さんどうでしょうか。いいですか。

○齋田委員　石河先生は、阪産婦人科医会から出ているのですか。例えば大阪市立大学医学部長として出ておられるのですか。
○梅咲部会長　大阪産婦人科医会のご推薦ということで、これは齋田先生と同じような各会の代表ということで、それは新しい委員会が決まりましたときに、その委員会にご相談をして、この委員会の名前は決めていただくことになっておりますが、そのようなことで当て職ではない委員の先生方は、今までどおりということでいきたいと思いますが、ここでこのように決めて、実際に正直、実際になられるのかどうかは事務局から分からないのでお願いいたします。

●事務局（森元）　ただ今質問がございましたように、大阪府医師会及び保健所長会、大阪府産婦人科委員会からの委員の推薦については現在調整中でございます。また、部会長につきましては、お配りしております大阪府がん対策推進委員会設置要綱第６条第５号により、「部会委員の互選によってこれを定める」となっておりますまして、審議委員の皆さまに集まっていただいて、第１回の子宮がん部会で選出していくことになります。

　しかしながら、８月に開催予定の大阪府がん対策推進委員会に、子宮がん部会の代表者として出席が必要となってきます。そのため梅咲部会長に部会の代表者としてお願いをさせていただきたいと思いますが、その辺お諮り願いたいと思います。
○梅咲部会長　全員がおそろいになって、部会長が誰ということが必要なのですが、次の離職をされてからそのようなことが決まるということで、現在では仮にと言いますか８月に全体会議がありますので、私が仮に代表として委員会に出席させていただくことでよろしいでしょうか。それではそのようにして８月の委員会には、私が参加させていただくということでよろしいでしょうか。
　それではそのようにして８月の委員会には、私が出席をすることにしたいと思います。
(2) 今後の子宮がん部会の取り組みについて
○梅咲部会長　議事の「今後の子宮がん部会の取り組みについて」ご審議をいただきたいと思います。
私も先日このような新しい外郭委員会の子宮がん部会の委員長として出席してまいりました。そのときに新しいシステムというか制度では、以来この委員会としては子宮頸がんの変質をいかにうまくしていくかということを中心として討論をしておりました。

　今後ともそのような会になるのかなと思っておりましたところ、その委員会では早期診断、早期治療ということだけであって、新しい治療を開発していくとか、新しい治療法を広めていくとか、新しい治療の面もこの委員会で討論をしていくことになっておりました。

　ただ、私としては委員の先生方のご審議をお願いしたいと思いますが、そのときに私も発言をさせていただきましたが、まだ、子宮頸がんの検診、これも国の対策では５０％（パーセント）を目指すことになっておりますが、現況としては３０％ぐらいであろうということで、まだまだ検診を進めることも重要な課題であると思っております。

　それから昨年いわゆるベセスダシステムを取り入れた日母とベセスダシステムの２つの併用で、検診の結果を報告することになりましたが、まだ、今年度から導入してはどうかということで、まだまだ認知をされていない。そして効果もまだまだ見ていかなければいけないということから、検診におきましても、まだまだ、この委員会でやることがあるのではないかと考えております。

　もう１つ大きな新しいトピックスとしては、ワクチンの話です。今までは子宮頸がんは検診でできるだけ早く見つける。そして、子宮を摘出しなくてもいいようにという時代でありましたが、さらに一歩進んで予防する。ＨＰＶワクチンで予防するということができるようになりつつあります。

　そのような意味で公費でのＨＰＶワクチンの接種も可能になっておりますので、できるだけ効率よく、そして、ＨＰＶのワクチンを多くの方に打っていただいて、その効果を発揮していただきたいと思っておりますし、そのために啓蒙であるとかシステムをつくるとか、いろいろな問題がＨＰＶワクチンの性質の件においてもあるということで、この委員会の大きな柱として、子宮頸がんの検診、そして、ＨＰＶワクチンの接種をスムースに広めていくというところに絞ってはどうかという気がしております。

　新しい治療法を大阪府に広げていくこともこの委員会の大きな役割でありますが、残念ながら子宮頸がんにおきましては、新しい治療というほど急に、これを取り上げなければいけないような課題はないのではないかと私は思っておりますので、皆さん方の今後２年間の、この委員会の課題について、ご審議をよろしくお願いいたします。

○齋田委員　今までも生活習慣病検診協議会というものがありましたが、その次にちょうど６年前です。各市町村に義務づけた素案です。例えば受診率、審査の結果について、これをホームページで公開する。これを義務づけられて、大阪府はやるといったのですが、これの達成度はどのようになっているのでしょうか。

●事務局（永井）　その結果等についてはホームページ等に公表しております。

○齋田委員　いえ、市町村が公開する。

●事務局（永井）　市町村自身ですか。

○齋田委員　それについてはどうでしたか。

●事務局（永井）　まだ全市町村にはなっていないです。

○齋田委員　これは全部やるということで、６年前から動いてきたわけで、全然、本当にどのようになっているかということは、やはり今まで反省点を出して、一般の方に。

○梅咲部会長　６年前にホームページで公開するようになっていましたが、公開されていない。

○齋田委員　市町村が公開することになっていたわけです。

●事務局（永井）　分かりました。その辺り市町村に今後、また。

○齋田委員　いや、そのようなことではなくて、実績はどのようになっているのかと聞いているわけです。

●事務局（永井）　まだ、十分把握していませんので。

○齋田委員　把握する気がないのでしょう。６年前からのことが把握できていないということは、毎年、毎年把握しておかないと。このようなことを起こすのではないですか。それは大きな反省点として記憶していただきたいと思います。

●事務局（永井）　はい。
○梅咲部会長　そのほかに何か、今年の今後１年間の委員会の活動について、取り組みはどうでしょうか。

○植田委員　今１枚の簡単な資料がありまして、それで意見を述べたいと思いますが、先ほど梅咲委員長が言われましたように、検診受診率をこれから高めていかなければならない。大阪府がん対策推進基本計画でも５０％を目標にしているという割には、一向に上がってこないのが現状であります。

　なぜ、欧米や英国では８割から９割です。その他の先進国では６割から７割ぐらいは十分あります。日本だけが極端に少ないというのは、今までご承知のところなのですが、なぜ、欧米では受診率が高いのか。日本では低いのか。日本ではいろいろ震災があったとか何とかいうものの、いわゆる世界に冠たる先進国であるのに、なぜ、これだけ少ないのかということをいつも考えます。
　それを少しここに書いておりますが、なぜ、欧米では受診率が高いのかということですが、これは私もいろいろなところで講演をしたり、逆に聞いたりとかいうことが多いのですが、社会環境です。学校教育とか家庭、特に母親への啓発というものが非常に根付いている。年ごろになれば検診に行くのは当然であるということで、娘が高校生ぐらいになれば母親が手を引っ張って産婦人科に連れて行くことが、かなり社会に根付いているということでありますとか、だいたい欧米ではホームドクター制度になっておりますので、いきなり大学病院や市民病院ということはほとんどありませんので、まずホームドクターで、掛かりやすいところで検診を常識的に受けることが社会的に根付いている。

　英国などではすべて無料です。日本でも昔、老健法（老人保健法）の下で３０歳以上は全部、毎年無料でやっていたわけですが、今それは地方に財源が移譲されてなくなったということです。そのようにいろいろな社会背景がありますが、私は一番受診率を上げるために必要だと思うのは、各個人を徹底した受診勧奨であると思っておりまして、そのほか米国では保健所に行かなければ保険に入れないのです。病気になってから行くのではなくて、病気にならないように行くという意識が徹底しているということもありますが、まず、検診を受けるためには各個人が徹底した受診を勧奨することが大事だと思います。

　その関連したデータが下にございます。これは英国のコール・リコールシステムの取り組みのグラフですが、もともと英国も１９８０年前後ぐらいまでは、あまり受診率が高くなかったのです。日本は１９６４年ぐらいから、いわゆる細胞診による子宮頸がん検診を始めて、どちらかと言えば世界のモデル事業として日本はお手本になる。ところが知らない間に抜かされてきたわけですが、１つの原因というか要因は、英国に、いわゆる受診勧奨をどのようにするかということが、日本の行政で徹底されていないことが、私は問題であると思っておりまして、この下のグラフにありますように１９８７年、１９８８年ですか。コール・リコールシステムと呼ばれております。
　これは選挙などに使われている住民基本台帳を基本にしまして、検診を受ける対象年齢の方すべてに、受けてくださいというお手紙なり何なりで、それで半年しても受けない人にはもう一度出します。それでも来ない人には、ソーシャルワーカーみたいな人が個別に電話を掛けて、「なぜ来ないのか。来てください」と、さらにうちのがん検診でも同じようなところで、精密検査を受けなければならない人に受けてくださいというのは、簡単にお示しできますが、いわゆる一般の人に受診勧奨をするというのは、なかなか徹底されていないと思います。英国でもそれを徹底的にやるようになってから、検診率が８割から９割に、特に子宮頸がんの発生率もグラフにあるように激減していることが如実に示されているわけです。
　最近若い人の受診率が低いということがありまして、クーポンが出ておりますが、実際あれもクーポンを持って受診している人は２割ぐらいです。何か分かっているが行かないみたいな話です。それに対して、これは去年の暮れでしたか、ここで各市町村の方に来ていただいて、いろいろ検討会をしましたが、クーポンを持っているが来ない人に対して、いろいろ保健所とか行政から来てくださいという、徹底的にいわゆる受診勧奨です。
　いわゆるコール・リコールシステムをクーポンについて当てはめたところですが、ある市では１割まで受診率が一挙に上がりました。ということが言われておりました。従って確かに啓発とかテレビで有名人が出るのも大事ですし、市民講座で僕らも常に言っていますし、いろいろ広報活動を一生懸命やることも大事ですが、やはり各個人が本当に来るかどうかを徹底的に「来なさい」と個別に言うことが、私は大事だと思います。それはいわゆる医者とか医療機関ができることではなくて、行政の対応が大阪府を挙げてそのような事業に取り組んでいただくというのがいいのではないかと、強く思っておりますので、具体的にどのようにするかということは難しくて、人口の多いところではなかなか難しい面があるかもしれませんが、個別にでも部分的にでもそのようなことを始めるというのは、すでに始めているところもあると思いますが、大阪府全体の取り組みとしてやっていくことを推進することの声を、今後この部会から挙げていくとことも１つ重要だと思います。すみません。長々と。

○梅咲部会長　今、植田委員からの受診率を上げるためにどのようにするかという大変有益なお話をしていただきました。私も欧米で受診率が高い。ここは医療保険会社が入るためには、検診をしておかなければいけないというシステムになっておりますから、これがかなり効いているのではないかと思いますが、なかなか日本には、それが今のところ取り入れられていないということで、地道にやっていくことが重要だろうと思います。
　そのような意味でこれは昨年も少しディスカッションをしたのではないかという気がしますが、地域の保健センターから受診を勧奨するのはどうか、何回もコールをするとかいうことが、まず、できるのではないかということだと思います。私が働いているＡ市でも、今年から保健センターが受診勧奨のために手紙を出すとか、電話をすることを言っておりましたので、各地区にもできるだけそのような動きを広げていきたいなと思っておりますので、この委員会でそのようなことの審議をしていただきたいなと思っております。

　それから日本では残念ながら、学校教育の中にこのような予防検診ということが、なかなか指導されていないこともあり、植田先生が講演でそのようなことを訴えていただいていると思いますが、各地区でもそのような学校教育の中にがん検診を取り入れてもらう。そして地区の先生方にそのように参加をしていただくシステムが今後必要ではないかという気がいたします。あとにＨＰＶの検診を中学生または高校生に大いにやるという中でも、このような学校教育が必要に重要ではないかという気がいたします。はい、どうぞ。

●事務局（永井）　そのことに関連してなのですが、大阪府では今年度から知事重点事業として、がん対策がん検診を中心にですが、取り組んでいるところです。そして、その中でコール・リコールシステムを含めて、組織型検診を推進していくことを、やっていくことにしています。
　それは各市町村が住民基本台帳から検診対象者を、検診台帳のほうにきちんと把握をする。そしてその人たちの受診歴等を把握して、未受診の人等については受診勧奨をしていく。そのような取り組みをこれから進めていこうということで、まだ、具体的にどのように受診勧奨を進めていくかというところまではまだできていませんが、ぜひ、そのような受診率を上げていくための受診勧奨のシステムをつくっていきたいと考えているところでございます。
○梅咲部会長　ありがとうございました。それから今、先ほど植田委員がおっしゃいましたが、クーポンの効果です。全体としてそれほど効果がなかったのかも分かりませんが、実際に例えば２０歳とかある年代に限ってみますと、クーポンがあるときと無いときを比較してみると、やはりかなりの率で増加している。そしてそれをクーポンで来ていただく方の多くは、何回も来ている方ではなくて初めての人である。

　それなどはやはり子宮頸がんの異形成も含めて、子宮頸がんの発見率が非常に高かったということで、クーポンも１００人のうち２０人だったかも分かりませんが、今までに比べてそのような受診率の上昇があったということで、このような告示であるとか、そのような意味でのクーポンは、非常に僕は有効ではないかという気がいたします。実際大阪府ではどのようになったかという、今後、検討もしていかなければならないのではないかという気がいたします。
○植田委員　今のクーポンは非常に必要なことです。大阪府全体でクーポンを送られていて、特に２０歳代の受診率が、クーポンをする前に比べてどれくらい上がったかというデータがあると非常に面白いと思いますが、少なくとも公益財団法人日本対がん協会の関するデータでは２０歳代の検診率が爆発的に上がっております。３０歳代４０歳代はもともと３割です。平均的な値でいきますと、２０歳代前半の受診率がたった５.６％です。

　それがクーポンにより相当上がっていることが、特徴的なデータで出ていますので、大阪府全体でそれではどれくらい上がっているのか。あるいは市町村別に見てどのようなのか。確か塩見さん去年の暮れにそのようなことを言っていましたね。市町村の何か集まりがありましたときに。

○塩見委員　そうですね。はい。

○植田委員　クーポンでどれくらい受診率が上がっているか。呼び出しすればもっと上がったというお話もしていましたから、だから別に言われているようなことが実際に現実にどのようになっているのかということを、分かりやすい形で統計として、このようなところで議論するのもいいのではないかと思います。
○塩見委員　はい。

○梅咲部会長　ありがとうございました。今、受診率を上げるためにどのようにするかということで、いろいろ意見をいただきました。受診率を上げても精度管理がうまくいっていないとか、精密検査までうまく誘導できていないとかいうこともありますので、そのようなところも今後検討していかなければいけないのではないかという気がいたします。

　それからベセスダシステムが導入されてどのように変化があったのか、このASC-USとか従来Ⅱaで異常なしとされていた中から、異型成の症例が増えたとか、そのような効果があるのではという気がいたしますが、そのようなベセスダシステムが導入させて、どのような変化が起こってきたかということも少し興味があります。
　それから非常に有効に働くということであれば、さらに今後教育委員の先生方も認知していただくように、働きかけていかなければならないという気がいたします。何かまず検診、受診率を上げる精密検査の効果を看板にやるということについて、何かご意見ございませんでしょうか。

○齋田委員　これは積年ずっと言われ続けていることで、結局６年前のホームページのうんぬんにここに書き込んでも、実際問題それを追跡しないことには分からないのです。だから逆に１つやる気があるのかということをお伺いしたい。例えば、住民基本台帳を市町村が持っているわけですから、チェックはできるはずなのです。本当に市町村で受診率を上げようと思うならば、それを利用しなければ上がらないわけです。
　だけど現場ではそのようなことをやる気はありませんから、全然、反映されてこないわけです。それでホームページでも仮に「出しなさい」といっても、出したところも確認しなければ、それは、市町村は努力しないわけです。
　そこら辺のところの努力を誰が汗をかくのかということです。新しい人材が汗をかくのですか、あなた方が汗をかくのですか。市町村あるいは大阪府の取り組みが、どのような気持ちのスタンスなのか。例えばこのような新しいがん対策推進条例をつくって、今までのことをごまかすためだけであれば意味がない。

　本当にこれで受診率を上げるのか。そこのところの決意がない限りは、このような条例をつくっても意味がない。それでは今までの部会の構成を変えましただけの話で、何も成果が出てこないと思います。今回それだけまで体制を変えたというならば、そのバックボーンにある本気でやる気というものを、どのように出していくのかということをきちんと話をしないと、僕らは何も協力はできない。

●事務局（永井）　ご指摘のことは終始よく分かりました。ただ、われわれとしても本当に今年度は、組織型検診を進めるということで、知事重点事業ということになっておりまして、これはわれわれサボるというわけにはいかない状況です。知事重点事業で目指すのは受診率の向上ということですので、この辺は徹底してやっていきたいと思っています。

　それから、市町村でホームページでの成績公表は十分されていないのかもしれませんが、これは大阪府としては毎年、この成績については全市町村を十分把握して、そしてその結果をこのような場で還元をしていると思っておりますので、これについては大阪府としては徹底してやっていきたいですし、そこで今後に向けて改善をしていかなければならないところについては、昨年度から大阪府と大阪府立成人病センターが改善に向けての助言・指導ということも、市町村に内規してやっていくという取り組みも、少しずつですが始めていますので、そのようなところでがんばっていきたいと思っています。
○梅咲部会長　先ほど言いましたように、○○市では勧奨するようなことを言っておりましたから、ぜひ、大阪府と全市町村にそのようなことを広めていただきまして、受診率を上げることに努力をしていただきたいと思います。いつもこのような会では精密検査への患者の率が低いこともディスカッションになりますが、その中ではいろいろそのようなことでも市町村の保健センターが受診率を上げるようにしていただきたいと思っております。

　このようなことはないだろうと思いますが、例えば各施設で各開業の先生方が研修をしていただいて、そこでのフォローアップが少しまずいということもなきにしもあらずということもありますので、それは医師会でまた、いろいろ教育をしていただければという気がいたします。その辺はどのようになっているのか、詳しいことは分かりません。

　時間もありませんので、次に１つ、僕は先ほども述べましたように、ＨＰＶのワクチンをできるだけたくさんの人に打ってもらう。特に公費で受ける人には全員打ってもらうということが、医療費を下げるためには重要なことではないか。のちの健康のために、また、引いてはいろいろと避けるためには重要なことではないかという気がいたしますが、ＨＰＶのワクチンの接種を促進するために、今後このような委員会としてはどのように取り組んでいけばいいのかを、少しご意見を賜りたいと思います。はい。どうぞ。

○斉藤委員　私大学病院におりましたが、検診ももちろん大事ですが、検診を受けていても非常に進んだがんだとか大きくなるとか、特に３０歳代前後の子どもが産まれたとか、まだまだ未婚だとか、そのような進んだがんでかなり受診されています。　搬送もありますし、検診を進めていただきたいと思いますが、やはり若い人にワクチンを打つというのは非常に重要だと思います。私が医者になったころは、４０歳代５０歳代の人が主だったのですが、今は、本当に３０歳代でごく小さな子どもを抱えたり、未婚であったりする人が急に広がって、それも検診を受けていたのになったという人が、結構ありますので精度管理も問題だとは思いますが、検診とともにワクチンも必要だと思います。
　私は大阪府に住んでいてクーポンが来るのですが、ＨＰＶワクチンのことは一言も書いていないのです。検診を受けましょうというクーポンは来るのですが、検診のところにＨＰＶワクチンがあることぐらいは何らかの情報として付け加えるのがいいと思います。

　あと公費負担の方は学校を通じて、あるいはワクチンができるのですよということを、もう少し徹底していただきたいと思います。具体的に市町村でだいぶ違うようで、私は詳しくありませんが、公費なのか。

○梅咲部会長　公費負担の方のワクチンは市町村によって負担のお金が違うことがいうことが出てきております。正しいかどうかは分かりませんが、北摂のほうは意外と高く、自己負担があるとかいうことで言われておりますが、なかなかそのようなことに大阪府が関与するかどうか分かりませんが、現況として自己負担の数がどれくらいでどのようになっているのかという調査をしておいてもいいのではないかという気がいたします。

●事務局（森元）　ワクチンの自己負担等々ですが、もう調査をやっておりまして、今では全市がワクチンの公費負担を導入しております。ただ、今おっしゃったように、無料のところと自己負担のところが出ております。ただ、自己負担になっているところについては、生活保護や非課税世帯の場合は無料になっておりまして、今日は表を持ってきておりませんが、次回のときにワクチンの実施状況等についてはご報告させていただきたいと思っております。

○梅咲部会長　ありがとうございます。公費負担の中学生、高校生ですか。それに対するワクチンの接種を進めていただきたいと思います。その対策として、いろいろとあちらこちらの大阪府以外の地区での対策などを見ていますと、１つは最も効果的にやっているのは集団接種です。学校での集団接種という町もありますし、そのように個別に打つということであれば、先ほどの検診の形で受けていれば、かなり積極的にできるようにお進めするということも非常に重要なところだと思いますし、これも先ほどの検診と一緒ですが、学校教育の中で、このようなワクチンの重要性を教育していただくことも重要ですし、学校だけでなくて、一般のご婦人に対する啓蒙ということも、重要ではないかという気がいたします。

　今年の３月から導入されておりますから、まだまだ学校、学生と言いますか、学童に対する接種について、はっきりとした明確な指針が与えられていない可能性もあり、各ご父兄においては迷われていることも少しお聞きしております。そのようなところにできるだけ啓蒙をしていく、教育をしていくという動きもこの委員会で今後活動して取り上げていきたいなと僕は思っております。

○植田委員　梅咲先生が言われたとおりですが、現在の中一から高一のワクチンの効率は去年の補正予算で特例として決まっていますが、平成２３年度末なのです。あれは平成２４年、だから来年の３月末日まで、これは一応そこまでの時限措置です。

　恐らくそれでずっと延長していくのでしょうし、できれば恒久的な財源を振り向けていただくべきであると実は思っています。ところが、私も今、少しサーバリックが品薄で、希望者がせっかくたくさんいたのに腰砕けになってしまっているという悲惨な現実がありますが、それにしても、問題は来年中一になるとか、来年になれば「よし受けよう」と思っている人が、「もう終わりです」ということになった場合に、いったい社会に対してどのようにしてそれを言い訳するというか、国はいったい何を考えているのかということになると思います。

　本当に今、小４と小５だと、あと２、３年すれば順番に打てるとみんな思っているわけです。本当に実際に聞いていますと、「実はこうです」と言えば、「ええ、そんなん何で」という感じで、いわゆる一過性の措置であって、それをずっと続けられるどうか分からない。もし続けられなければ、やはりある程度自分でお金を払わなければならない。払うにしても、もともと特例法案が入る前から自己負担で打っている市町村があったわけです。

　大阪は今後、国の指針がどうなるのかは分かりませんが、では、どのようにしていくかということが、非常に行政としてはっきりとしたポリシーを持っておられるのかどうか、私どもとしては分からないのです。
　そのようなことも含めて今後、斉藤先生が言われたように、私自身も絶対にやっていかなければならないと思っておりますので、そのように住民に知らせることも大事なのですが、それ以前に大阪府として今後、国の施策がぶれようとどのようにしようと、一貫してこのようなことをしていくのかどうかということを、正確に？発信していかなければいけませんし、やはり基本的な考え方をきちんと持って、それを住民にもいうのですが、行政としても言わなければいけないし、橋下知事がいつまでされるか知りませんが、これだけがん対策をしようと言われているのであれば、国にもそのようなことを伝えていただきたい。
　医者ができることは説明することだけなのです。ですから、それを市民に？広げて、しかも行政として国とどのように対応して、きちんとシステムとして維持するかということを行政としてはしていかなければならないと思います。以上です。

●事務局（永井）　その分につきましては、今、明確なお答えはできませんが、当初この子宮頸がん等についての特例措置が取られた際には、定期性習慣に向けての検証的な事業であるという言い方をされておりましたので、これについてはわれわれとしても、今後とも何らかの形で、国の公的な支援が続くように要望はしていきたいと考えておりますが、それがなくなった場合ということについては、今後しっかりと検討させていただきたいなと思っております。

○植田委員　ぜひ、ぜひ市町村でなくなっても、安く打てるように続けていただくべきでないかと思います。

○梅咲部会長　一応、この委員会の活動の１つとして、検診をさらに取り上げていく。それからＨＰＶワクチンの専門的な導入及び・・・接種していただく形というテーマを挙げさせていただいておりますが、それ以外に何か具体的なことがありましたら少し。

○齋田委員　去年の秋ぐらいですか。大阪府のあなた方から私たちの訴えに対して、子宮がん検診制度の調査がございました。覚えておられますか。その中の文言にこのようなのがありました。「あなたの医療機関は検診を受けられる人に対してその後の結果に、例えば細胞診で判断あるいはそれが出たというときに、その後の対処の仕方についても全部説明されておられますか」というのが入っていたと思います。

　現実そのようなことはできないわけです。全部の患者さんにそのようなことまでいちいち全部、話をしてという手間暇をかけられないわけです。ところが、あの調査をする目的が何なのか。それが僕には一向に見えてこない。それともう１つは、それではあの調査をするときに、なぜ私たちに相談をしないのか。何も相談なしに進めておられましたね。それは少し問題です。あなた方は子宮がん検診をベセスダシステムまでやるというのならば構いません。それでしたら協議会も必要ありません。
　では、それではなぜこのような協議会がつくられたのか。その中で議論をしているのかということが、全然認識されていない。担当が誰であったか私は知りません。このようなことをきちんとしないと。例えば本当に産婦人科の医者たちが協力できる体制ができなかった。ここの部会だけの話だけになってしまうわけです。すべての産婦人科医が協力できるようなものをつくっていかないと、現状というのは、このような事業は成功しないわけです。その観点というのはどうも抜けているのではないか。よくこのようなことをしましたねと僕は思います。

　あなた方が勝手にするの。その何もしませんよと。このような認識で医者たちを見ているのであれば、これは少し問題がありますよ。その辺のことをきちんと踏まえて、物事を進めていただきたい。

○梅咲部会長　今のお話委員長として、正しくは理解できていないのですが、アンケートが行われて。

●事務局（梅原）　それは国が実施している事業評価です。
●事務局（永井）　すみません。これは国でそのような評価のリストがあってですね。

○齋田委員　だからそれをする。あなた方、国に言われたらするのですか。大阪府の職員でもあるわけでしょう。しかも大阪府にはこのような協議会もあるわけでしょう。

○梅咲部会長　そのアンケートというのは、９月の学会とか８月か９月のときに、今後どのようにするか、それをしておられますかという。

○齋田委員　あと業務に説明しなさいということもありますので、そこまでできないだろうということです。

○梅咲部会長　その感があれば精密検査をしなければいけませんよということではないわけですよね。詳しいことは。

○齋田委員　精密検査もあれば具体的に受けておられますか。はい。言われても分からない。これは少し問題がある。そこまでできない。
○梅咲部会長　先生それというのは、例えば３００回ＡＳＣ-ＵＳがでた場合であるとか、何か追求をすべきとか、何かやらなければできないということは、それは。

○齋田委員　それは紙に対する検証で、でもそれを口頭でやるということを説明していますかというから、それは少し待ってくださいと。
○梅咲部会長　それは紙で書いてありますが。

●事務局（永井）　今、紙を取りに行かれておりますので。

○梅咲部会長　それで先生はお忙しいところなので、僕らは普通の病院で働いておりますので忙しくないので、思うこともありますが、少なくとも３００回とか、異常が出れば精密検査をしなければいけないということは、口で一生懸命説明をしておりますが、それは時間がかかるということですか。

○齋田委員　いや、そうではなくて。例えば私が言いたいのは、要するに私たち精密検査が必要という診断を返すことになるわけです。あるいは異常はありません。あるいはほかの病気でやはり婦人科に掛かられたほうがいいですよと。これはやはり答えなければならないわけです。それで、要するにスクリーニングをやっているわけですから、そこでがんの診断をなされているわけではないですから、次の段階に進む者は、その答えによって進むわけですから、それで進んだ段階で、初めて精密検査が入ってくる場合には、これはすでにまず丁寧に説明する。僕はそれでまずいいと思います。ところが、初っぱなの入り口からそれをしろというのは、少し言い過ぎではないかと思います。
○梅咲前会部長　細胞診の検査をする段階で。

○齋田委員　しなさいというのは、それは無理だと思います。そこまでできませんよ。

○梅咲部会長　細胞診しましょう。もしクラス分類Ⅲa以上などの異常が出れば、精密検査をしなければいけませんよと。そこまでそのときに言わなければならない。

○齋田委員　こんな検査をしなければいけませんよとか。そのようなことまで、とてもではないですが、そのようなことはできることではないでしょう。
○梅咲部会長　結局細胞診をして異常が出た人に対してのみ、説明をするということですね。理解いたしました。

○齋田委員　だけれど、それを大阪府は分かって出しておられるのかどうか。それは厚生労働省がいってきたから出しているというものではないわけで、その辺りをきちんと見極めをつけてほしい。

○梅咲部会長　まだ少し・・・いっておられるということで、その間に次の議論を進めておきたいと思いますが、今後の活動という中に先ほどの２つ以外に何か案としてうたいたいものがありますでしょうか。

○植田委員　少し違ったことで、学診で（？）今、サーバリックスは１６と１８に対する２価ワクチンなのですが、間もな６、１１、１６、１８の４回に対するガーダジルというＭＳＤが、これはもうできているのですが、もう間もなく認可されます。恐らく価格を設定して、市場に出回るだろうと予想されております。

　私もこのことで何度も研修会に来いとか、今、いろいろと言われているところなのですが、実際、サーバリックスを使うということで基本的に、公費負担とかいわれて始まっているところに、このワクチンが入ってきた場合に、それをどのように並行するのか。別の意味でいわゆるコンジローマを予防するという意味で、別扱いで使うのか。今のところサーバリックスは年齢の上限は一応設けてはないのです。
　しかし、ガーダシルに対しては諸外国では２７歳未満の、それも男性も含めて打っていいという・・・少しかなりサーバリックスとは様子が違いまして、そのような４価ワクチンが出てきた場合に、どのようにうまく併用するのかということは、やはり基本的に考えてというのは、やはりしっかり持ってそうしていただく。何か発言できるようにするのが非常に大事かなと思います。
○梅咲部会長　なかなか難しい問題です。それは今後、国の厚生労働省の問題でないかと思いますが、今後そのような問題が出てくるのでしょう。

○梅咲部会長　ありがとうございました。今、知恵をいただきましたが、何かご説明いただけますか。

○齋田委員　これですが、１番はいいです。要するに精密検査があった場合に、必ず精密検査を受ける人が事前に明確に知らされていなければならない。それも非常に難しい問題ですが、これはまだ許せると思います。２番目に精密検査の方向や内容について説明しているか。一番初っぱなの受診者も含めて、それから、精密検査の結果の市町村へ報告などの個人情報の取り扱いについて、受診者に対して十分な説明を行っているか。これは市がやっている事業であって、私たちが請け負っている事業であるから、これは当然市に回収させなければいけない話だから、私たちがするものではないわけです。市が説明するべきものであって、その辺のことをなぜ私たちがこのようなところまで、全部責任を負わなければならないのか。

○梅咲部会長　ありがとうございます。今後はもう少し何かいろいろ反省するところがあれば、よろしくお願いいたします。今日の委員会としては、まず、新しい制度の中で、新しい委員を決めることがありました。それも従来の委員にお願いしたいということと、それからあて職につきましては、各会で決めていただくということ。

　そして今後の活動については差しあたり、地域的な検診をさらに効率的にできるように、そして定期検診やワクチンをできるだけ多くの人に実施していただくということに、今後活動をしていきたいと。さらに新しいいろいろな制度につきましては、また、新しい委員会が発足したときに、それらを含めまして、ご相談を審議していただきたいと思います。一応本日の。はい。どうぞ。
○齋田委員　今日の部会、協議会は久しぶりに開かれたのですね。昨年は開かれなかったのですね。だけどそのような状況というのを僕は考えられない。分かりますか。言うときには、やはり大阪府の姿勢が問われていると思います。そのようなことは別にやらなくてもいいやないかみたいなところがありパスしている。本当に住民の健康を守ろうというならば、きちんとそこにデータを出してきて議論をして、次に何をしなければならないのかということをやっていかなければいけない。その操作がされていないということは、実に情けないなと。今後そのようなことがないようにがんばってほしいと思います。
○梅咲部会長　確かに今、思いますと去年の９月と去年の３月に・・・ですか。今後そのようなことがないようにしたいと思いますので、そのようなことはこの会を通じての大阪府の子宮頸がんの早期発見、早期治療につながっていくということで、ありがとうございました。非常に有益なディスカッションをしていただきまして、また、近い期間にわれわれの今回の有益なお話をいただきまして、ありがとうございました。それでは本日予定しておりました審議はこれで終了したいと思います。
　また、新たな次回部会の開催につきましては、事務局とご相談をして決めていきたいと思います。

　それではお忙しい中、また、本当に暑い中お集まりいただきましてありがとうございました。今後のこの会の方向付けのディスカッションするについて、ありがとうございました。これで終了したいと思います。
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